別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　　項：教育総務費　　目：私立学校振興費
	事業名:私立高等学校等授業料軽減補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　環境生活部 人づくり文化課 私学担当　電話番号：058-272-1111（内2462）

　　　　　　E-mail：c11151@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：184,393千円（前年度予算額：154,247千円）

	事業内容


	１　事業の内容


  家庭の経済状況にかかわらず、私立学校に在籍する全ての意志ある高校生等が安心して勉学に打ち込めるよう、授業料負担を軽減するための支援を行う。
　補助要件　　授業料負担者が県内に在住し、生徒が県内の私立高等学校等に在籍し、下記の所得要件を満たすこと。
（1） 第１種　世帯年収250万円未満程度　
補助単価　年額　68,400円（上限）　
（県内私立高等学校（全日制）授業料平均に比して、高等学校等就学支援金と合わせて実質無償）
（2） 第２種　世帯年収250万円以上350万円未満程度
補助単価　年額　51,300円（上限）

（第１種の３／４の額）

（3） 第３種　世帯年収350万円以上500万円未満程度
補助単価　年額　34,200円（上限）
（第１種の１／２の額）

　また、私立小・中学校に在籍する生徒の世帯が家計急変（失業・倒産）した場合に、授業料の軽減を目的に補助する。
　補助単価　年額153,000円（上限）　　
	２　所要経費


（１）高等学校等　　184,240千円

ア　第１種　世帯年収250万円未満程度
　　　　　　　　　＠68,400円×1,556人（全生徒に占める割合　11.93%）106,432千円
イ　第２種　世帯年収250万円以上350万円未満程度
　　　　　　　　　＠51,300円×648人（同上　4.95%）　　33,244千円
ウ　第３種　世帯年収350万円以上500万円未満程度
　　　　　　　　　＠34,200円×1,303人（同上　9.98%）    44,564千円
（２）小中学校　　　153千円

　　　＠153,000円×１人＝　153千円

	これまでの取組と成果

	１　長期構想上の位置付け


　Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり

　　３　将来の夢や目標の持てる子どもを育てる

　　　・私立学校運営の安定と教育条件の維持向上を図るための助成を行う

	２　これまでの取組状況


平成22年度から国において高等学校等就学支援金制度が創設されたため、これに合わせて制度を全面改正し、世帯年収250万円未満程度の世帯の生徒については、県内私立高等学校（全日制）の授業料平均額に比して実質無償化を実現した。
	３　これまでの取組に対する評価


　経済的理由により就学困難な生徒に対し、授業料負担に対して補助することで、全ての意志ある高校生等が安心して勉学に打ち込めるよう、就学を支援している。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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	要求額
	184,393
	1,102
	
	
	
	
	
	
	183,291

	決定額
	184,393
	1,102
	
	
	
	
	
	
	183,291


